








学 位 の 種 類











教 授 河 野 昭 三 教 授 大 滝 精 一
教 授 猿 渡 啓 子
論 文 内 容 の 要 旨
本論文は、企業活動の合理化を課題 とする企業管理に関するい くつかの諸問題を、企業管理の構
造との関連の中で考察す ることによって、企業管理の本質を明 らかにすることを意図 したものであ
る。






理化す ることを課題 とす る企業活動である。 したがって、企業管理の本質は、企業管理をこのよう
に構造的に把握 しそのような構造との関連の中で考察することによってはじめて明 らかになると解
されるのである。
第1章 では、企業政策に関するウル リッヒの所論を検討することを介 して、企業管理が発展 しそ
れは今や、「生産管理」 ・ 「労務管理」 ・ 「環境管理」 という三重の構造をな している ことを明か
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にした。 ウル リッヒは企業政策の中核 として企業構想 という概念を導入 し、そこに給付経済的 ・財
務経済的 ・社会的企業構想 という企業政策の三重構造を主張する。彼のこのような構想は、特に社
会的企業構想の展開において、企業の大規模化に伴 う企業 と全体経済 との利害の不調和や非経済的
な企業評価の重要性にっいての認識など近代的企業にっいて傾聴すべき見解を有 している。 しか し
同時に、その社会的企業構想 は、企業内社会に関す る重大な認識を欠いているために決 して認めう
るものではない。企業の固定化が進展 している近代的企業 は、商品生産に直接関連する経済機能的
な経営技術的構造 と経営社会的構造と並んで、商品生産に伴 う非経済機能的な経営環境的構造とい
う三重の構造を有 していると解 される。 ここに、企業管理 は、各部分構造を合理化することを課題





礎的理論としての地位が与え られる。 この企業目標にっいてハイネンの所論に拠りなが ら考察 した
のが、第2章 と第3章 である。
第2章 では、企業者の目標に拠 りながら 「組織」を捨象 して企業目標の体系化を試みているハイ




において も外部において もさまざまな特質を示 しており、それらは企業目標にも大きな影響を及ぼ
していると解されるか らである。
第2章 では捨象されていた 「組織」の現象が企業目標にいかなる影響を及ぼすのかという問題を、
ハイネンの所論 の検討を介 して、企業目標の形成過程と企業目標の実現過程にっいて考察 したのが
第3章 である。企業組織が企業目標に与える影響にっいての彼の見解に関 して特に評価 しなければ
な らないのは、 目標達成の制限要因に関する彼の分析である。なぜな らば、そこには企業規模の拡






「生産管理」 における重要 な問題である資本運用の能率化を、ハイネンの所論の検討を介 して考



















企業の社会的責任の主張を企業管理の問題として捉え、「環境管理」の成立 につ いて考察 したの
が第6章 である。企業の社会的責任の問題は企業の内面的要請 によるその企業目的化の問題として
捉え られ、そのことによって企業の社会的合理性を高揚す ることに関する問題をなす ものと解され
る。か くして、社会的責任を求める企業への社会的要請は、企業管理 に対する重大な自己反省をも
た らし、環境に志向する企業管理すなわち環境管理の意義 と企業的必要性を認識せ しめたと解され
る。そのような企業的必要性 は、企業管理の内に生産管理的環境管理と労務管理的環境管理を成立






て何 らかの制度を必要 とする。その最も重要な制度の一っ としてあげられるのが会計制度であろう。
会計制度は近代的企業の重要な管理用具をなすのであり、そのような企業管理の用具としての会計
制度にっいて考察 したのが第7章 と第8章 である。第7章 では集権的管理 と結びっ・いた計画原価計
算にっいて論 じ、第8章 では分権的管理と結びっいた価格的管理の計算制度 にっいて論 じた。
第7章 では、計画原価計算に関す るコジオールの所論の検討を介 して、計画原価計算の基本的思
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考 と計算構造を明らかに し、標準原価計算 と予測原価計算の特徴を示 した。計画原価計算とは企業
管理の基本的職能をその計算構造の中に組み込んだ管理用具であり、予測原価計算:に標準原価計算:




第8章 では、価格的管理という企業管理方式の構想 に関するベ ンダーの所論を取り上 げ、部門損
益計算という会計制度を中心 に検討 した。価格的管理 とは、計算価格という企業内価格の操作を介
して部門間を調整 し、間接的に部門管理者の行動を管理 し、企業内資源の最:適な費消の実現を目指
そうとする構想である。計算価格 は利益が附加 された理想原価 と化し、それが部門損益計算の中で
実際原価と比較 されることにより、計算価格は原価管理的機能をもっことになる。会計制度 と結合
した価格的管理 という企業管理方式 は、部門管理者が計算価格を介 して間接的に管理されるという、
分権的管理 と結びついた企業管理の方式なのである。
以上が本論文の要旨である。








管理の3重 体系論と類似する主張としてウル リッヒの企業政策論が取 り上げられるが、そこでは企
業の内面的要請が看過されているとの批判的な見解が示される。第2章 での考察対象であるハイネ
ンの企業目標体系論に対 しても同様の批判が示されるが、続 く第3章 において、アメリカ経営学の
組織論を摂取 したハイネンの所論すなわち企業組織における意思決定の非弾力化 ・硬直化の議論は、
企業の内面的要請の1っ の局面を明らかに したとの評価が示される。































産管理 と経営社会的構造 に基づ く労務管理が対応 し得るが、その双方とも企業外部において高揚す
る各種の市民運動に対応できるものではないとする。国民社会への文化的 ・福祉的貢献に関する責







会的構造 ・経営環境的構造という3重構造か ら成 り立っのであり、 したがって企業管理もそれに対
応 した生産管理 ・労務管理 ・環境管理という3重体系において把握 されなくてはならないとする菅
家氏の主張は、従来の企業固定化論およびそれに基づ く企業管理論を拡充 ・発展 させ、特に組織の
固定化論に注目することによって企業活動の現代的認識を深化 させた点において、大いに評価すべ
きものが見 られる。また、企業の内面的 ・構造的理解 という視点から、 ドイッ経営学の代表的な学
説を適切に抽出し、それを批判的に考察 ・摂取 していることも評価 し得る。
だが、個別の学説研究を統合 。整序 し、主張を体系化する努力において、改善されるべ き余地が
見いだされる。また、営利的商品生産体としての企業における環境管理の具体的な在 り方やそれを
企業の目標体系のなかにどの様 に位置づけるかにっいての考察など、今後論究されるべき課題 も多
く残されている。 しか しながら、 これ らの難点によって上で述べた菅家氏の論考 と主張の意義が直
ちに失われることはなく、論文を全体としてみるとき、企業管理研究に関する地平を一歩押 し拡げ
るものとして評価 し得る。
以上か ら、菅家正瑞氏提出の本論文は、博士(経 済学)論 文として 「合格」と判定する。
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